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ⅠⅠ.. 業業 務務 概概 況況
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クリアリング機構

市場横断的に機能統一

売 買 清 算 決 済（証券）

国債ＯＴＣ

東証/大証 外国株

東証 内国株・CB 東 証

日証決

東京金先 東京金先

大証デリバティブ 大 証

東証デリバティブ 東 証

地方取引所等 各地取引所、ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ取引所

保 振

日 銀証券会社・銀行

一般振替 ほふりクリアリング（JDCC）

JGBCC（本年5月稼働予定）

東 証 / 大 証

保 振

業務範囲（清算対象）
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決済数量

6億6930万株

（ 5億7980万株）

＜株数ベース＞＜代金ベース＞
100%100%

債務引受高

19億8390万株

（ 19億7370万株）

33.7%（29.4%）

債務引受額

1兆7960億円

（ 1兆6350億円）

決済代金

1260億円

（ 966億円）

7.0%（5.9%）

【 一日平均：2004年｡（ ）内は2003年】

（＊内国株券のみ）（＊内国株券、上場投信、ＣＢ）

債務引受額＆ネッティング率
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発生率（2004年一日平均）

0.26％ （2003年は0.18%）

【参考】米国NSCCにおける発生率：約5％

フェイルに対する当社の考え方
・「みだりに発生させてはならない」 『フェイル・バイイン規則第9条』

・マーケットでは想定されている決済日（Ｔ+3）に受渡しが行われるこ
とを前提に流動性が形成

マーケットの信頼性形成のためにもフェイルは例外的なもの
との位置付け

・日々の決済状況監視だけでなく、フェイル発生多発傾向にある参加
者に対する継続モニタリングも実施

・ネッティング後の受渡予定数量に対するフェイル株数
・JSCC・DVP決済銘柄(保振機構取扱株式及び投信)対象

フェイルの状況
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一般振替DVP制度の影響
一般振替DVP開始後の市場取引の決済状況

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

9:00 9:40 10:40 11:40 12:45 13:00

一般振替ＤＶＰ制度開始前 一般振替ＤＶＰ制度開始後

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

9:00 9:40 10:40 11:40 12:45 13:15 14:15

一般振替ＤＶＰ制度開始前 一般振替ＤＶＰ制度開始後

渡方参加者から当社への振替状況

当社から受方参加者への振替状況
振替率90％超の時間帯

12時前後

10時前後

振替の顕著な早期化振替の顕著な早期化
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当社と他の清算機関等との連携

2003年 9月 一般DVPとの連携実施（ND計算頻度増加①）

2004年

2005年

12月 保振/ほふりクリアリングとの連携に関する基本合意書

締結

5月 ほふりクリアリングに対する参加者モニタリング/一般振
替DVPに対する清算値段情報提供

6月 JGBCCとの連携に関する基本合意書締結

12月 ジャスダック証券取引所に対する信認金管理業務提供

3月 JGBCCに対する参加者モニタリング業務提供

夏頃(予定) 一般DVPとの連携（ND計算頻度増加②）
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証券清算機関間の業務関係

JSCCJSCC

東 証東 証

JDCCJDCCJGBCCJGBCC
清算業務システム

処理委託参加者との情報授受の
委託（ネットワーク利用）

清算業務システム
処理委託

業務委託（参加者
モニタリング等）

ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ証取ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ証取業務委託（信認金管理業務）

業務委託（参加者
モニタリング等）

保振機構保振機構
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ⅡⅡ.. 今今 後後 のの 課課 題題
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CPSS-IOSCO「清算機関のための勧告」
「Recommendations for Central Counterparties」(2004年11月公表)

☆信用エクスポージャーの測定と管理3

適合にはシステム対応など

所要期間が発生するもの

既に適合・概ね適合

近いうちに適合可能

N.A.

○

○

N.A.
○

○

○

○

○

○

○

JSCC適合状況

○

規制と監督

参加者に対する十分な情報提供（透明性）

実効的ガバナンスの確保

効率的運営

清算機関間のリンクにおけるリスク

現物の受渡におけるリスクコントロール

リスクコントロールされた資金決済スキーム

オペレーショナルリスクの特定・対応

健全な資産保有・投資リスク管理

明確/実効的な破綻時対応の確保

財務資源の確保

十分な担保要件

適正な参加要件の設定と参加者管理

法的枠組み・裏づけ

15
14
13
12
11
10
9

☆8
7
6
5

☆4

2
1

勧 告

※上記適合状況及び見通しは現時点における暫定的なものであり、今後の精査により変更となる可能性がある
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『CPSS-IOSCO清算機関勧告』
適合に所要の期間を要する課題

債務引受データの日中把握

主要商品（株式等）に対する日中緊急追加担保制
度の導入

広域災害まで対応したBCPの構築と参加者テスト

の実施

• マーケット/参加者への影響と調整

• 当社のシステム対応
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「業務の立上げ」+「業務ライン整備」

「『サービス』の向上」+「基盤強化」

今後の業務展開の方向性

量から質への転換量から質への転換

“量の拡大”

“質の向上”



13

中期的な経営方針

• 清算機関としての「サービス」の質の向上
•リスク管理機能の強化（参加者の財務状況、ポジ
ション把握等）

•参加者等の「使い勝手」向上と機能の強化

• 業務・財務の基盤強化
•システムの安定的稼働に向けた対応

•財務基盤の強化
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ありがとうございましたありがとうございました

www.jscc.co.jp
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